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森林吸収量認証制度実施要領
制定　平成24年12月５日
（目　的）

第１条　森林は、県民生活に欠かせない水源のかん養、県土の保全や地球温暖化防止などの多面的な公益的機能を有しているが、これらの機能は適切な森林整備により発揮される。
本制度では、特に企業等の関心が高い地球温暖化防止機能に焦点をあて、企業等による森林保全活動に対する環境への貢献度を、整備をおこなおうとする森林の二酸化炭素吸収量により“見える化”して、企業等の森林づくり活動を推進する。このことにより、森林整備の必要性を理解し、森林整備の推進に協力いただく“応援団”を増やしていくことで、県内における森林資源を県民全体で守り育てていく機運を高めることを目的とする。
（定　義）
第２条　この要領において、森林吸収量とは、整備を実施した若しくは実施しようとする森林の二酸化炭素吸収量のことをいう。
（認証の対象）

第３条　認証の対象は、第４条第１項に規定する申請者が、社会貢献を目的とした森林保全活動をおこなうにあたり、協定等により対外的に明示される森林整備の計画とする。
２　前項の森林整備の計画のうち、森林吸収量の算定の対象となる森林整備の内容は、森林整備の所在地に係る地域森林計画の造林、間伐及び保育の方法に準拠する植栽、下刈、除伐、間伐とする。
３　森林吸収量の算定期間は、第１項の森林整備の計画期間とする。なお、協定によりその計画がなされているものについては協定期間とする。
４　前項の規定に関わらず、認定の期間は５年以内とする。

（認証の申請）

第４条　認証の申請をすることができるもの（以下、申請者という）は、別表１のとおりとする。
２　申請者は、認証申請書（様式第１号）を、長崎県森林ボランティア支援センタ－（以下「支援センタ－」という。）の長を経由して知事に提出するものとする。
（認証）

第5条　知事は、第４条に規定する申請について、次の各号に掲げる要件すべてを審査し、適当と認めるときは、これを認証するものとする。
（１）計画期間中において計画に記載のある森林整備が実施されることが確実であると認められること
（２）認証の対象となる森林の状況（樹種、林齢、面積)および森林整備の内容
２　知事は、前項の認証をしようとするときは、別に定める基準により、森林吸収量を算定する。

３　知事は、前項で算定した森林吸収量を、認証書（様式第２号）の交付をもって認証するものとする。
（実績報告）

第６条　認証を受けたものは、森林整備実績書（様式第３号）を、森林整備の計画に基づく森林整備をおこなった年度の次年度の４月３０日までに、支援センタ－の長を経由して知事に提出しなければならない。

（認証の変更又は取り消し）

第７条　認証を受けたものは、申請書の内容に変更が生じたときは、当該森林整備を実施する前に、すみやかに認証変更申請書（様式第４号）を知事に提出するものとする。

２　知事は、前項の変更申請により、既認証内容に見合う二酸化炭素吸収が期待できなくなったと認めたときは認証内容の変更を行い、その結果を当該認証に係る申請者に通知する。

３　前項の手続きについては、第5条を準用し、新たな認証を受けるものは、既に交付を受けた認定書を、すみやかに知事に返還しなければならない。
４　知事は、特段の理由もなく第６条に規定する森林整備実績書の提出がないとき、あるいは、森林整備の計画とそれに対応する実績に著しく相違があると認められるときには、認証を取り消すことができる。
（認証書の利用）

第8条　認証を受けたものは、認証書を社会貢献活動の証として広く広報活動に用いることができる。

２　認証内容及び認証書は、譲渡及び売買することはできない。

（経過措置）

第9条　本要領制定前に第３条に規定する森林整備の計画を作成し、本要領制定後にその計画の期間が残存する場合は、計画策定年から計画期間内の森林吸収量について認証を求めることができる。この場合の手続きについては、第４条および第５条の規定を準用する。また、実績報告は、認証を受けた年度の実績に過去の実績を加え、第６条の規定を準用し報告するものとする。
（その他）

第１０条　本要領に定めのない事項については、知事が別に定める。

附則　この要領は、平成24年12月５日から施行する。

別表１（第４条第１項関係）

１．認証の申請をすることができるもの
	申請をすることができるもの
	摘要

	企業等
	本社又は支社（支店・営業所等含む）を長崎県内におく法人

	登録森林ボランティア団体
	森林ボランティア活動を行う団体として長崎県の登録を受けた団体

	その他団体
	県内の団体（個人の場合は、３名以上で構成された任意団体とする）であって、規約等を有するもの


　

　２．上表の規定に関わらず、次に掲げるものは認証の申請をすることができない。
（１）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体。

（２）特定の公職者（候補者を含む。）または政党を推薦、支持、反対することを目的とする団体。

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に定める暴力団または暴力団員の統制下にある団体。

（４）その他、本制度の目的に添う認証の利用がおこなえないと認められる団体。

